








































































































































































































































































第１次産業 1 24 4 28 5 2 8 15 44 -29 15
第２次産業 2 528 144 675 74 293 1,070 1,437 2,112 -755 1,357
第３次産業 2 289 283 574 284 67 409 760 1,334 -188 1,146
中間投入計 6 841 431 1,277 364 361 1,487 2,212 3,490 -973 2,517
雇用者所得 1 262 347 610
営業余剰 5 121 171 298
資本減耗引当 2 74 142 218
その他 1 58 55 114
粗付加価値計 9 516 715 1,240























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































部門名 生産額比率 特化係数 中間投入率 粗付加価値率 雇用者所得率 営業余剰率
01 農林水産業 0.006 0.361 0.397 0.603 0.083 0.361
02 鉱業 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
03 製造業 0.484 1.274 0.630 0.370 0.182 0.095
04 建設 0.054 0.680 0.525 0.475 0.289 0.039
05 電力・ガス・水道 0.000 0.012 0.385 0.615 0.256 0.086
06 商業 0.078 1.087 0.322 0.678 0.463 0.097
07 金融・保険 0.013 0.385 0.359 0.641 0.278 0.209
08 不動産 0.054 0.769 0.130 0.870 0.025 0.447
09 運輸 0.109 2.615 0.551 0.449 0.254 0.089
10 情報通信 0.017 0.670 0.377 0.623 0.257 0.083
11 公務 0.009 0.199 0.241 0.759 0.461 0.000
12 サービス 0.176 0.847 0.375 0.625 0.345 0.129
13 分類不明 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

















































































































部門名 中間需要率 移輸出率 移輸入率 自給率 町際収支（単位は100万円）
01 農林水産業 0.613 0.572 0.802 0.198 -1,685.560
02 鉱業 1.005 0.000 1.000 0.000 -401.417
03 製造業 0.335 0.877 0.812 0.188 42,229.467
04 建設 0.046 0.000 0.303 0.697 -5,930.036
05 電力・ガス・水道 0.817 0.002 0.988 0.012 -4,863.175
06 商業 0.438 0.342 0.395 0.605 -1,714.327
07 金融・保険 0.828 0.030 0.586 0.414 -4,304.204
08 不動産 0.087 0.287 0.000 1.403 3,872.183
09 運輸 0.327 0.626 0.000 2.036 17,188.744
10 情報通信 0.491 0.158 0.566 0.434 -4,086.971
11 公務 0.000 0.938 0.000 16.059 2,144.321
12 サービス 0.519 0.231 0.000 1.152 10,198.497
13 分類不明 1.000 0.000 1.000 0.000 -1,203.417






































部門名 影響力係数 感応度係数 町内歩留まり率 町外流出率
01 農林水産業 0.959 0.891 0.627 0.373
02 鉱業 0.870 0.870 0.000 0.000
03 製造業 1.080 1.133 0.539 0.461
04 建設 1.042 0.930 0.584 0.416
05 電力・ガス・水道 1.043 0.873 0.712 0.288
06 商業 0.993 1.076 0.724 0.276
07 金融・保険 1.057 1.030 0.747 0.253
08 不動産 0.937 0.911 0.882 0.118
09 運輸 1.119 0.856 0.629 0.371
10 情報通信 1.059 1.025 0.735 0.265
11 公務 0.959 0.870 0.757 0.243
12 サービス 1.013 1.664 0.679 0.321
13 分類不明 0.870 0.870 1.000 0.000




























































































































































































































































































































































































































⒁ 1990 年から農家の定義は、「耕地面積が 10a 以
上の個人世帯か、耕地面積が 10a 未満であれば年
間農産物販売金額が 15 万円以上の個人世帯」とな
っている。そのうち、耕地面積が 30a 以上または
年間の農産物販売金額が 50 万円以上の農家が「販
売農家」であり、それ以外の農家が「自給的農家」
という分類・区分となっている。
　そして、主な政策の対象となっている農家とは、
上記の耕地面積が 30a 以上または年間の農産物販
売金額が 50 万円以上の「販売農家」である。よっ
てそれに満たない「自給的農家」は、政策の対象
からも外されてしまいがちとなってしまうのであ
る。
　さらにこのような把握と政策であるとなると、
小規模の家庭内供給を中心とする自給的農家など
の活動は、まったくと言っていいほど政策の対象
ともならず、さらには統計からも把握されないこ
ととなってしまう。
　これは従来、対象外として落とされていた盲点
と死角ではないか。と言うのも、こうした自給的
農家等々の活動こそが今日見落とされるべきでは
なく、重要な役割を果すと筆者は捉えている。
